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特集報文：水災害分野における気候変動適応の取組み 
～国総研気候変動適応研究本部設置10年を迎えて～ 

気候変動適応研究本部における 
水害リスク研究に通底する考え方とその実践 

服部 敦
 

1．はじめに1 

気候変動適応研究本部（以下「本部」という。）

のこれまで10年の研究活動は、大きく前後半に分

けると全体像を掴みやすいように思われる。前半は、

水関連各分野で影響評価や対策検討と並行して、そ

れらを束ねる超過洪水対策や気候変動適応策のあり

方について種々の議論がなされ、一定の方向性が示

された時期であった。本部でも同様な取り組みを

行っていた中、影響評価や対策検討と対応策のあり

方を橋渡しして、適応策を実践に移すことが重要か

つ喫緊の課題と認識し、「新しい治水フレーム」を

提案した。後半では、堤防決壊や土砂洪水氾濫等を

伴う甚大な水害が毎年続けて発生する状況のなか、

治水フレームの実践に繋がる技術・施策の検討を急

ピッチで進め、実用に供した。 

本報文では、上記のように概括される前後半で

の研究の要点を、関連する報告書等から引用・整理

し、概説するものである。 

2．新しい治水フレームの考え方1) 

2.1 治水フレームの狙い・意図 
 治水フレームは、「被害の起こり方のコントロー

ル」に改めて力を入れていくことを提起し、その実

行のため、実務での技術的・政策検討に用いること

を想定した被害の起こり方の把握の仕方である「外

力に応じた被害想定評価」と被害の起こり方のコン

トロールのための「施策群の立案」で構成されてい

る。 

以下では、治水フレームの考え方の要点、「外力

に応じた被害想定評価」の気候変動適応策検討にお

ける有用性、および「施策群の立案」に関する研究

開発の道筋について説明する。 

 なお治水フレームは、気候変動適応策の技術政策

的議論を進めるための“作業仮説”であり、この内

容をそのまま実際の政策に反映させることを意図し 

──────────────────────── 
A Basic Concept and its Applications of Flood Disaster Prevention 
and Mitigation in Flood Risk Research by the NILIM Climate 
Change Adaptation Research Group 

 
図-1 被害－豪雨規模関係と無被害で済む範囲1) 

 

たものではない旨が記載されている。 

その上で、技術政策についての議論を進めて、

実際の政策として展開、実践していくためには、概

念や方向性の議論にとどまらず、「このような施策

の枠組みを形成すると、どのようなことになるか？」

を検討するというアプローチが肝要であると指摘し、

その検討においては技術施策の「具体的内容」につ

いて積極的に吟味していくことが有用かつ不可欠と

の考え方が示されている。 

以上から治水フレームは、上記検討における

「施策の枠組み」として活用することで、概念や方

向性に加えて、「具体的内容」を持った技術政策形

成への道筋をつける役割を担うことを強く意図して

いると解される。 
2.2 被害－豪雨規模関係図 
 治水フレームの基軸とする「外力に応じた被害想

定評価」は、図-1に示すように被害（想定）と豪雨

規模（超過確率年）との関係を示すものである。図

中の「無被害範囲」は、現況において水害防止の達

成レベル（氾濫の年非生起確率。以下、無被害で済

む可能性と呼ぶ）にあたり、そして被害のコント

ロールは、図中の関係曲線を右下方に抑制するよう

に、適切に施策を実施すること（減災マネジメント）

にあたる。 

治水フレームにおける水害リスク低減の考え方 
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の要点は下記のとおりである。 

【無被害で済む可能性の拡大】は、現行と同様

に、河川整備により計画的に着実に実施していく。 

【被害～豪雨規模関係の制御】は、不確実性

（気候変動影響、流域諸状況の将来変化、施策の効

果発揮という複数の面にわたる）も織り込み、減災

マネジメントとして積極的に実施して行く。 

図-1の関係曲線を施策整備後について推算し、現

状と比較することで、防災・減災マネジメントの推

進に治水フレームを役立てることができる。たとえ

ば下記a)～d)いずれか、あるいは組み合わせにより、

図-2に示すように曲線形状の変化から被害の起こり

方のコントロール状況を評価する。いずれも□から

○に変化させることを目指す。 

a) 整備段階を上げる際、被害～豪雨規模関係にお

いて、整備後の被害が整備前を上回らない。 

b) 被害－豪雨規模関係の傾きAがACR以下。 

c) 関係曲線が階段状を呈する被害急増が無い。 

d) 豪雨規模毎に定められた許容最大被害値を上回

らない。 

なお、図-2で扱うのは、計画に基づく着実な実施

を通じた【無被害で済む可能性の拡大】ではなく、

減災マネジメントを通じた【被害～豪雨規模関係の

制御】のパートであるので、関係制御について定量

的な目標設定を統一的・画一的な方法で行うのでは

なく、この関係をどのような方向に持って行くべき

かについて、いくつかの視点から評価できるように

することにねらいがあることが述べられている。 

そのうえで、ACR、許容最大被害値や階段状を呈

する被害急増は、規準としての意味を持ちうるが、

これらの値を一律に定め、それを満たすことを減災

マネジメントの要件にすることについては、引き続

き多くの議論や検討が必要であることを指摘してい

る。また、重要なことは認識すべき脆弱性を確実に 

図-2 被害～豪雨規模関係の制御における評価の考え方の例1) 

a) b) 

c) 

d) 

※Acr が急≒「逃げ場がなくなる状況に

追い込まれる可能性大」という考え

から 

※急な Acrを忌避する考えに類似。大き

く見て、ジャンプの存在≒やりくりが

非常に困難という仮定に立脚。 
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把握することに各手法を役立てていくことであって、

b)とc)は当該流域の弱点あるいは脆弱性の把握とそ

の解消にかかわる評価軸と表現することもできるこ

とが例示されている。 

2.3 気候変動適応策への治水フレームの適用 
 気候変動による豪雨増の影響は、被害～豪雨規模

関係図において図-3に示すように関係曲線（黒実線）

を左方に概ね一定距離移動させるかたちで表現され

る。気候変動による被害の変化は、降雨増の影響の

有無に対応する2曲線の差分（図-3の青矢印）とし

て評価される。この差分と豪雨規模との関係（赤破

線）は、気候変動に伴う被害増分量を豪雨規模毎に

示すものであり、気候変動がもたらす被害増の感度、

ひいては施策による被害低減効果を吟味できると期

待される。 

例えば、図-3のケースa)では、無被害で済む限界

を超える外力が生じると急激に被害が増える特性を

持つ場合を取り上げている。その次のケースb)では、

無被害で済む限界は同じであるが、その後の被害の

増え方が緩慢な場合を示している。 

両ケースの赤破線すなわち気候変動に伴う被害

増分量は、ケースb)において全体として緩和されて

いることがわかり、これは関係曲線を右下方に抑制

すると影響が出にくいことに対応する。 

ケースc)においては、無被害で済む限界を高め、

より大きな外力まで無被害が持続するようにしてい

る。この場合の被害の差分と豪雨規模との関係（赤

破線）は、ケースa)と形は同じであるが、右方にず

れているので、生起確率が減少するという点でケー

スa)に比較して気候変動影響が小さくなっている。 

無被害で済む可能性の一層の拡大とともに、関

係曲線を右下方に抑制することの重要性を示したも

のである。 

 

ケースa) 

ケースb) 

ケースc) 

図-3 被害－豪雨規模関係図を用いた気候変動への適応度の検討1) 

 

豪雨規模（超過確率年：対数表示イメージ）

被
害

気候変動影響無し

気候変動影響有り

気候変動影響の有無による差分
→気候変動影響の受けやすさ

豪雨規模（超過確率年：対数表示イメージ）

被
害

気候変動影響無し

気候変動影響有り

気候変動影響の有無による差分
→気候変動影響の受けやすさ

気候変動影響（確定値でなく
可能性の幅として）

豪雨規模（超過確率年：対数表示イメージ）

被
害

気候変動影響の有無による差分
→気候変動影響の受けやすさ

気候変動影響無し

気候変動影響有り

気候変動影響（確定値でなく
可能性の幅として）
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2.4 施策検討の道筋 
図-1の関係曲線を用いた治水フレームは、図-2に

例示した様々な曲線形状の変化と、それをもたらす

施策検討とが結びつけられて初めて意味を持つ。す

なわち、現状について関係曲線の傾きや階段状の被

害急増などが生じる要因の分析や、それに対してど

こにどのような施策を展開すると□から○で示した

曲線に変わるかの応答関係を具体的に検討する。そ

してこの内容を、各地域の具体施策の実践である減

災マネジメントに反映していくとする考え方を示し

ている。 

上記の検討を円滑にするため、施策群の類型化

を図-4に示すように行っている。この類型化は、こ

の治水フレームの下で新たに必要となる技術および

技術政策手段の展開を誘導する役割も合わせて担う

ことが述べられている。例として、各類型の施策に

は、既存の熟成された技術で実行可能なものもあれ

ば、新しい技術開発や技術政策の展開を必要とする

ものもあることが示されている。 

後者が「施策」をブラッシュアップする対象と

して特に大事であり、研究開発へと展開されると考

えられる。 

また、被害－豪雨規模関係がどのように改善さ

れるかを、種々の施策を組み合わせた複数の適応策

案について試算し、比較することになる。この検討

を行う際の基本的な作業場として、図-4の中央に示

されている図の活用が提起されている。 

図-5 水害リスク評価の検討手順3) 

図-4 様々な類型の施策を総動員した「無被害で済む範囲拡大」と「被害－豪雨規模関係制御」の全体像1) 



土木技術資料62-6(2020) 
 
   

 
 

－ 12 － 

 
図-6 リスク評価に基づく戸別対策の導入・推進手法 

 

同図は適応策案を構成する各類型の施策別に被

害をどの程度低減させうる効果を表したものである。

図中の□から○へ関係曲線を改善する適応策案にお

いて、様々な類型の施策群が総動員されることで、

無被害範囲の拡大を含む被害制御がどのように進捗

するかを総合的に吟味するのに役立つことが述べら

れている。 

3．治水フレーム実践に繋がる技術･施策検討 

3.1 被害－豪雨規模関係を算出する技術 
治水フレームの基軸となる被害と豪雨規模の関

係図の算定手法については、本部設置の当初から検

討を進めてきてところであり、2章で述べた治水フ

レームの提示と併せてその成果を報告している2)。

その後、幾つかの河川整備計画策定のための検討に

応用し、その成果を「水害リスク評価の手引き（試

行版）」3)としてとりまとめている。本手引きは、

想定最大外力を含め、氾濫が発生した場合において

も被害をできる限り軽減することを目標として、河

川整備状況および計画について点検するための、水

害リスクの基本的考え方、検討手順および評価方法

を示している（図-5参照）。 

3.2情報提供による被害低減施策 
ここでは、主に類型Ⅲ+に分類される情報提供に

関する事例を紹介する。水災害の危険性が高まる状

況下において人・組織の行動を促す情報としては、 

 

図-7 建物種別の水害リスク評価(コンビニの一例)  

 

その対象者が属する地域スケールの全般的な情報に

加え、自身により身近な特定の場所の情報が重要で

あることが指摘されている。そうした情報の要件と

して、場所的・時間的にきめ細かに提供できること

が挙げられる。それに対応する施策として、

XRAIN（XバンドMPレーダとCバンドMPレーダを

活用した豪雨観測技術）について検討を行っており、

全国に情報提供が行われるに至っている。 

近年では、観測した豪雨・水位等から河川に

沿って切れ目なく水位を計算することにより、どの

箇所が越水の危険性が高いかを示す水害リスクライ

ンについて研究を行っており（水循環研究室4)）、

情報配信されている5)（国直轄区間：試験配信中の

水系を含む）。 

また、豪雨による都市部の内水氾濫を主対象と

して、豪雨などの予測・観測データを取込み、10

分間隔で浸水予測情報を配信する「リアルタイム浸

水予測システム」を開発する研究を行っており（水

害研究室6)）、東京都内神田川流域で試験運用し、

地域住民参加の社会実験を行っている。 

3.3 家屋・家財の水害リスクの評価と低減施策7) 
3.3.1 導入推進のための手法開発 
 家屋・家財の水害リスクの評価と低減施策に関す

る研究は、類型Ⅲの施策に対応するものであり、氾

濫が生じたとしても、被害を低減させるために地域

で取りうる施策（群）を取り上げ、これらを合理的

ハザード算定
• 降雨規模ごとの浸水状況の推算

リスク評価(1)
各戸単位・地域全体のリスクの把握
• 事業種別の各戸浸水被害

リスク評価(2)：対策検討
• 被害低減額評価(事業種別・地域集計)
• 戸別対策の手法と導入範囲の絞り込み

戸別対策の導入実現性
• インセンティブを費用便益比で評価

戸別対策の導入

効果と実現
性の両⽴

No

進捗と
効果確認 促進対策の検討

追加対策の
検討Yes

OK

調査

計画

対策
推進 No

２章

３章

３章

４章

５章
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に進めるための手法の開発を目的としたものである。

特に都市における水害を対象として、家屋・家財の

浸水対策をさらに加速させることを目標として戸別

対策導入を推し進め、それにより地域の総被害を低

減させるアプローチによる水害リスク低減手法につ

いて検討している。 

3.3.2 対策の導入実現性と被害低減効果の両立 
 戸別対策として家財の高所移設、防水板(壁)およ

び宅地嵩上げを主対象とした。一般に水害リスクが

高い、すなわち家屋・家財が高額かつ浸水の発生確

率・水深が大きいほど費用に見合った便益が見込め、

対策の導入実現性が高くなるであろう。また地域の

観点からは、水害リスクが大きく、高い導入実現性

を有する建物が多くを占め、かつそれらの総被害低

減額(総便益)が大きな地域において優先的に対策を

進めるのが効果的と考えられる。 

 提案した手法は、導入実現性を費用便益比で評価

し、上記の条件に合致する地域と建物（住居・事業

種別）および戸別対策の種類を選定するものである

（図-6参照）。本手法は、図-7に結果の一例を示す建

物種別の水害リスク評価に基づいている。各建物の

資産（脆弱性）と立地（ハザード）を反映して水害

リスク（確率年と被害額の関係）である図-7cが推

算される。この関係図は図-1に相当し、便益は施策

導入による被害低減額（図-4では□と○の曲線の縦

軸方向の差分）から算定される。以上の試みは、関

係曲線を対策導入のインセンティブを高める情報に

変換するという意味において、治水フレームのブ

ラッシュアップと位置づけられよう。 

3.3.3 戸別対策の導入・推進 
 家屋・家財の水害リスクの評価と低減施策に関す

る研究の報告書7)は、実務適用の利便性を考慮し、

調査・計画・対策推進の段階に対応した章立てとし

ている(図-6参照)。河川氾濫、内水氾濫といった異

なる氾濫要因を統合した浸水深－豪雨規模関係の算

定手法(2章)および地域の社会特性を加味した被害

－豪雨規模関係の評価手法 (3章 )・導入実現性 (4

章)・国内先進事例と都市計画・建築・住宅等の制

度(5章)については、本特集で別途報文が掲載され

ているので併せて参照されたい。 

 

 

 

4．まとめ 

 気候変動適応研究本部では、治水フレームに気候

変動適応策を融合させるという考え方を基本に、上

記したように技術・施策研究を進めてきたところで

ある。今後も研究を継続し、治水フレームと施策を

発展・充実させていくとともに、適宜実践に供する

こととしたい。 

なお、本報文では、それぞれ参考文献に記載さ

れた内容を、著者の判断で要点を絞って説明を簡素

にしている。さらに詳細にかつ全容を理解するため

には、該当の文献を参照されたい。 
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